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創造的な組織を形成する人事プロセスの検討 

吉楽 ひかる（武蔵野大学 経営研究所 客員研究員／学習院大学大学院） 

要旨 

本稿は、従業員の創造的行動を促進するために、日本企業における人事プロ

セス（雇用・育成・配置・評価・処遇）が果たす役割を理論的に検討したもの

である。従来の日本的経営が転換期を迎える中、人事制度が創造性に与える影

響を再考する必要性が高まっている。本研究では、各プロセスが創造性に与え

る影響を、個別メカニズムだけでなく、組織文化やリーダーシップなどの文脈

と相互作用する視点から整理し、施策間の整合性を重視する戦略的人事管理の

観点から新たな人材マネジメントのあり方を検討する。

１．はじめに 

 グローバル競争が激化し、製品・サービスの差別化が困難となる現代におい

て、組織が持続的な競争優位を確保するためには、従業員による創造的活動が

不可欠である。創造性とは、単なる奇抜な発想に留まらず、組織にとって有用

かつ新規性のあるアイデア、製品、手法、プロセスの創出を指し、その先にあ

る革新（innovation）の第一歩であると位置づけられている（Oldham & 

Cummings, 1996）。 

こうした創造的成果を促進するためには、個人の能力や性格といったパーソ

ナルな要因に加えて、組織が提供する文脈的条件が重要であることが、先行研

究により繰り返し指摘されてきた（Oldham & Cummings, 1996）。とりわけ、

人事マネジメントは創造性を支える文脈要因の中核を成すが、その内実は多様

であり、雇用、育成、配置、評価、処遇といったプロセスの中で、創造性を活

性化するメカニズムは異なると考えられる。

 本研究の目的は、従業員の創造的活動を促すために、日本企業における人事

の各プロセスがいかなる役割を果たしているのかを、理論的に整理・検討する
ことである。現在、日本の人事制度は、従来の長期雇用や年功的運用、OJT を

中心とした育成、ゼネラリスト志向の配置といった「日本的経営」の枠組みか
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ローチが盛んに議論され、創造的行動は特定の性格傾向や認知スタイル、内的

動機づけによって決定されると考えられていた。中でも Amabile（1983）は、

「構成要素モデル（componential model）」を提唱し、個人が創造的成果を生み

出すには、以下の３つの要素が相互に作用する必要があると主張した。 

 

・領域関連スキル（domain-relevant skills）：特定の職務や専門分野に関する知
識、技術、経験など、課題に取り組むための実質的な能力。 
・創造性関連スキル（creativity-relevant skills）：新規性を追求するための柔軟
な思考、問題再構成力、リスクテイク、発想転換などの汎用的能力。 
・内発的動機づけ（intrinsic motivation）：報酬や評価といった外的要因によら
ず、仕事それ自体への興味や楽しさから生じる動機づけ。 
 

 このモデルは、創造性を「能力」だけでなく「意欲」と「スキル」の両方の

重要性を理解する点で、当時の創造性研究に大きく貢献した。Amabile（1996）

は、創造性は固定的な才能ではなく、職場環境によって内発的動機づけが引き

出されることで発現する行動特性であるという立場をとったが、創造性研究の

初期段階では依然として個人差への注目が強かった。 

 個人特性アプローチでは、たとえば創造的パーソナリティ（開放性、独創性、

リスク許容）や創造的自己効力感（Tierney & Farmer, 2002）といった変数に注

目が集まった。この時期の研究は、創造性の心理的メカニズムを明らかにする

うえで一定の貢献を果たしたが、創造性がいかなる組織環境において高められ

るかという問いに対しては十分な説明を与えるには至らなかった（Shalley et al., 

2004）。 

 

（３）創造性研究：文脈要因アプローチ 

 1990 年代以降、創造性は個人の資質だけではなく、それが発揮される環境と

の相互作用の産物であるという認識が強まった。このような視点の転換は、特

にAmabile（1996）による研究によって理論的に体系化され、「文脈的アプロー

チ（contextual approach）」として確立されていった。 

 Amabile（1996）は、1983 年に提唱した構成要素モデルを拡張する形で、

らの転換期にある。こうした環境変化のなかで、創造性を高める人材マネジメ

ントの在り方を再考する必要性が高まっているが、人事プロセスの各段階が創

造性に及ぼす影響について、理論的に包括的かつ体系的に検討した研究は極め

て限られているのが現状である。特に、欧米を中心とした研究においては、人

事施策が創造性を含む従業員パフォーマンスにどのような影響を与えるかにつ

いて一定の蓄積があるものの、それらの知見は日本固有の人事文脈には必ずし

も適用できない。にもかかわらず、日本における人事制度の変容と創造性の関

係を正面から理論的に論じた研究は乏しい。 

 したがって本研究では、創造性を引き出す人事制度の設計に向けて、雇用・

育成・配置・評価・処遇という人事プロセスの各段階が、どのようなメカニズ

ムで創造性に関与しているのかを理論的観点から明らかにし、従来の制度的前

提を越えた新たな人事施策の設計に資する視座を提示することを目指す。 

 

２．創造性研究の変遷 

（１）創造性の定義 

 組織における創造性（employee creativity）は、従業員が業務の中で新規性

（novelty）と有用性（usefulness）を備えたアイデア、手法、製品、サービス

を生成する能力や行為を指す（Amabile, 1983; Zhou & George, 2001）。Shalley 

et al.（2004）は、創造性を「職場における製品、サービス、業務プロセス、経

営手法等に関して、新しく、かつ組織にとって潜在的に有用なアイデアの創出」

と定義している。この定義は、創造性が単なる自由奔放な発想ではなく、組織

目的に沿った価値創出活動であることを強調する。また、創造性はあくまで

「アイデア生成」に焦点を当てる概念であり、「実行」段階を含むイノベーシ

ョンとは区別される（Amabile, 1996）。したがって、創造性はイノベーション

の前提条件であり、組織の革新活動の源泉として機能する。本章では、この創

造性に関する研究の変遷と、近年の理論的・実証的展開を概観し、次章以降の

人事プロセスとの接合の理論的基盤を形成する。 

 

（２）創造性研究：個人特性アプローチ 

創造性研究の初期段階においては、主に個人の資質に根差した心理学的アプ
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ローチが盛んに議論され、創造的行動は特定の性格傾向や認知スタイル、内的

動機づけによって決定されると考えられていた。中でも Amabile（1983）は、

「構成要素モデル（componential model）」を提唱し、個人が創造的成果を生み

出すには、以下の３つの要素が相互に作用する必要があると主張した。 

 

・領域関連スキル（domain-relevant skills）：特定の職務や専門分野に関する知
識、技術、経験など、課題に取り組むための実質的な能力。 
・創造性関連スキル（creativity-relevant skills）：新規性を追求するための柔軟
な思考、問題再構成力、リスクテイク、発想転換などの汎用的能力。 
・内発的動機づけ（intrinsic motivation）：報酬や評価といった外的要因によら
ず、仕事それ自体への興味や楽しさから生じる動機づけ。 
 

 このモデルは、創造性を「能力」だけでなく「意欲」と「スキル」の両方の

重要性を理解する点で、当時の創造性研究に大きく貢献した。Amabile（1996）

は、創造性は固定的な才能ではなく、職場環境によって内発的動機づけが引き

出されることで発現する行動特性であるという立場をとったが、創造性研究の

初期段階では依然として個人差への注目が強かった。 

 個人特性アプローチでは、たとえば創造的パーソナリティ（開放性、独創性、

リスク許容）や創造的自己効力感（Tierney & Farmer, 2002）といった変数に注

目が集まった。この時期の研究は、創造性の心理的メカニズムを明らかにする

うえで一定の貢献を果たしたが、創造性がいかなる組織環境において高められ

るかという問いに対しては十分な説明を与えるには至らなかった（Shalley et al., 

2004）。 

 

（３）創造性研究：文脈要因アプローチ 

 1990 年代以降、創造性は個人の資質だけではなく、それが発揮される環境と

の相互作用の産物であるという認識が強まった。このような視点の転換は、特

にAmabile（1996）による研究によって理論的に体系化され、「文脈的アプロー

チ（contextual approach）」として確立されていった。 

 Amabile（1996）は、1983 年に提唱した構成要素モデルを拡張する形で、

らの転換期にある。こうした環境変化のなかで、創造性を高める人材マネジメ

ントの在り方を再考する必要性が高まっているが、人事プロセスの各段階が創

造性に及ぼす影響について、理論的に包括的かつ体系的に検討した研究は極め

て限られているのが現状である。特に、欧米を中心とした研究においては、人

事施策が創造性を含む従業員パフォーマンスにどのような影響を与えるかにつ

いて一定の蓄積があるものの、それらの知見は日本固有の人事文脈には必ずし

も適用できない。にもかかわらず、日本における人事制度の変容と創造性の関

係を正面から理論的に論じた研究は乏しい。 

 したがって本研究では、創造性を引き出す人事制度の設計に向けて、雇用・

育成・配置・評価・処遇という人事プロセスの各段階が、どのようなメカニズ

ムで創造性に関与しているのかを理論的観点から明らかにし、従来の制度的前

提を越えた新たな人事施策の設計に資する視座を提示することを目指す。 

 

２．創造性研究の変遷 

（１）創造性の定義 

 組織における創造性（employee creativity）は、従業員が業務の中で新規性

（novelty）と有用性（usefulness）を備えたアイデア、手法、製品、サービス

を生成する能力や行為を指す（Amabile, 1983; Zhou & George, 2001）。Shalley 

et al.（2004）は、創造性を「職場における製品、サービス、業務プロセス、経

営手法等に関して、新しく、かつ組織にとって潜在的に有用なアイデアの創出」

と定義している。この定義は、創造性が単なる自由奔放な発想ではなく、組織

目的に沿った価値創出活動であることを強調する。また、創造性はあくまで

「アイデア生成」に焦点を当てる概念であり、「実行」段階を含むイノベーシ

ョンとは区別される（Amabile, 1996）。したがって、創造性はイノベーション

の前提条件であり、組織の革新活動の源泉として機能する。本章では、この創

造性に関する研究の変遷と、近年の理論的・実証的展開を概観し、次章以降の

人事プロセスとの接合の理論的基盤を形成する。 

 

（２）創造性研究：個人特性アプローチ 

創造性研究の初期段階においては、主に個人の資質に根差した心理学的アプ
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構造、役割関係、対人関係）、組織レベル（文化、構造、リーダーシップ）と

いう三層の相互作用が創造性を形作るとした。 

 Zhou ＆ George（2001）の研究は、個人の感情状態（positive/negative affect）

が創造性に与える影響を、組織環境（上司の支援）との相互作用の観点から検

証した。彼らは、ポジティブ感情が創造性を高めるのは、組織が創造性を支援

する文化や環境を備えている場合に限られることを示し、個人の内的資源が組

織の文脈によって媒介されることを示唆した。また、Madjar et al.（2002）も

同様に、職務特性（自律性）と同僚からの創造的フィードバックが、従業員の

創造性に相互作用的に影響することを示している。特に、他者からの創造的な

示唆や助言が多い状況では、個人の動機や能力が創造性に結びつきやすくなる

ことが実証されており、創造性は社会的ネットワークの中で生まれるという文

脈的視点を補強する結果となっている。Tierney & Farmer（2004）は、創造的

自己効力感（creative self-efficacy）とリーダーからのサポートが創造性に与え

る交互作用効果を検証し、自己効力感が高い従業員でも、上司からの支援が乏

しければ創造的行動に踏み出さないことを明らかにした。 

この理論的基盤をさらに詳しく議論しているのが Zhou ＆ Hoever（2014）よ

る包括的レビューである。彼らは、創造性の相互作用的メカニズムを「相乗的」

「拮抗的」「抑制的」「補完的」の４つに類型している。 

 

・相乗的（synergistic）：文脈が個人の創造性をさらに強化する 
・拮抗的（antagonistic）：文脈と個人要因が互いの効果を打ち消し合う 
・抑制的（inhibitory）：文脈が個人の創造性を阻害する 
・補完的（complementary）：個人要因の欠如を文脈が補う、あるいはその逆 
 
 この分類は、単に「良い個人と良い環境」という静的な組み合わせではなく、

創造性がいかなる条件下で促進・阻害されるかを文脈依存的に理解する視座を

提供している。 

 このように、相互作用主義モデルは、創造性を個人と組織の複雑な関係性の

中で理解することを可能にし、組織が制度的に設計可能なプロセスと捉えるた

めの枠組みを提供しており、HRM との接続可能性を大きく広げた。 

「内発的動機づけ原則（intrinsic motivation principle of creativity）」を打ち出

し、創造性の発現には、個人の内発的動機づけを支える職場環境が決定的に重

要であるとした。具体的には、仕事の自律性（autonomy）、挑戦的な課題設定

（challenge）、上司からの支援（supportive supervision）、チーム内のオープン

なコミュニケーション（open interaction）、失敗に寛容な組織文化（tolerance 

for failure）などの要素が、従業員の創造性を喚起する要因であると論じられて

いる。 

 

 文脈的アプローチを実証的に支えた研究として特に重要なのが、Oldham ＆ 

Cummings（1996）によるものである。彼らは製造業のデータを用いた実証研

究 に お い て 、 職 務 の 複 雑 性 や ス キ ル 多 様 性 と い っ た 職 務 特 性 （job 

characteristics）が従業員の創造性と正の相関を持つことを示し、加えて上司の

支援的なリーダーシップがその効果を強めるという交互作用効果も明らかにし

た。 

 

こうした組織や職場の影響を説明する枠組みとして、自己決定理論（Self-

Determination Theory: SDT）の活用も進められた。Deci & Ryan（1985）によ

って提唱されたこの理論は、人間の動機づけには、外発的（報酬や評価など）

要因からくるものと内発的（好奇心、達成感など）要因からくるものが存在し、

特に「自律性（autonomy）」「有能感（competence）」「関係性（relatedness）」

の３つの心理的欲求が満たされるとき、人は内発的に動機づけられるとする理

論である。このような文脈要因の重視は、後述する人事制度の実証研究の理論

的前提となっている。 

 

（４）創造性研究：相互作用的アプローチ 

2000 年代には、創造性研究は個人特性や文脈要因という一方向的な要因では

なく、両者の相互作用によって創造性が発揮されるという相互作用主義的視点

（interactionist perspective）が主流となった（Woodman, Sawyer & Griffin, 

1993）。Woodman et al. （1993）は、創造性を多層的な構造からなるシステム

と見なし、個人レベル（性格、動機づけ、スキルなど）、集団レベル（チーム
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構造、役割関係、対人関係）、組織レベル（文化、構造、リーダーシップ）と

いう三層の相互作用が創造性を形作るとした。 

 Zhou ＆ George（2001）の研究は、個人の感情状態（positive/negative affect）

が創造性に与える影響を、組織環境（上司の支援）との相互作用の観点から検

証した。彼らは、ポジティブ感情が創造性を高めるのは、組織が創造性を支援

する文化や環境を備えている場合に限られることを示し、個人の内的資源が組

織の文脈によって媒介されることを示唆した。また、Madjar et al.（2002）も

同様に、職務特性（自律性）と同僚からの創造的フィードバックが、従業員の

創造性に相互作用的に影響することを示している。特に、他者からの創造的な

示唆や助言が多い状況では、個人の動機や能力が創造性に結びつきやすくなる

ことが実証されており、創造性は社会的ネットワークの中で生まれるという文

脈的視点を補強する結果となっている。Tierney & Farmer（2004）は、創造的

自己効力感（creative self-efficacy）とリーダーからのサポートが創造性に与え

る交互作用効果を検証し、自己効力感が高い従業員でも、上司からの支援が乏

しければ創造的行動に踏み出さないことを明らかにした。 

この理論的基盤をさらに詳しく議論しているのが Zhou ＆ Hoever（2014）よ

る包括的レビューである。彼らは、創造性の相互作用的メカニズムを「相乗的」

「拮抗的」「抑制的」「補完的」の４つに類型している。 

 

・相乗的（synergistic）：文脈が個人の創造性をさらに強化する 
・拮抗的（antagonistic）：文脈と個人要因が互いの効果を打ち消し合う 
・抑制的（inhibitory）：文脈が個人の創造性を阻害する 
・補完的（complementary）：個人要因の欠如を文脈が補う、あるいはその逆 
 
 この分類は、単に「良い個人と良い環境」という静的な組み合わせではなく、

創造性がいかなる条件下で促進・阻害されるかを文脈依存的に理解する視座を

提供している。 

 このように、相互作用主義モデルは、創造性を個人と組織の複雑な関係性の

中で理解することを可能にし、組織が制度的に設計可能なプロセスと捉えるた

めの枠組みを提供しており、HRM との接続可能性を大きく広げた。 

「内発的動機づけ原則（intrinsic motivation principle of creativity）」を打ち出

し、創造性の発現には、個人の内発的動機づけを支える職場環境が決定的に重

要であるとした。具体的には、仕事の自律性（autonomy）、挑戦的な課題設定

（challenge）、上司からの支援（supportive supervision）、チーム内のオープン

なコミュニケーション（open interaction）、失敗に寛容な組織文化（tolerance 

for failure）などの要素が、従業員の創造性を喚起する要因であると論じられて

いる。 

 

 文脈的アプローチを実証的に支えた研究として特に重要なのが、Oldham ＆ 

Cummings（1996）によるものである。彼らは製造業のデータを用いた実証研

究 に お い て 、 職 務 の 複 雑 性 や ス キ ル 多 様 性 と い っ た 職 務 特 性 （job 

characteristics）が従業員の創造性と正の相関を持つことを示し、加えて上司の

支援的なリーダーシップがその効果を強めるという交互作用効果も明らかにし

た。 

 

こうした組織や職場の影響を説明する枠組みとして、自己決定理論（Self-

Determination Theory: SDT）の活用も進められた。Deci & Ryan（1985）によ

って提唱されたこの理論は、人間の動機づけには、外発的（報酬や評価など）

要因からくるものと内発的（好奇心、達成感など）要因からくるものが存在し、

特に「自律性（autonomy）」「有能感（competence）」「関係性（relatedness）」

の３つの心理的欲求が満たされるとき、人は内発的に動機づけられるとする理

論である。このような文脈要因の重視は、後述する人事制度の実証研究の理論

的前提となっている。 

 

（４）創造性研究：相互作用的アプローチ 

2000 年代には、創造性研究は個人特性や文脈要因という一方向的な要因では

なく、両者の相互作用によって創造性が発揮されるという相互作用主義的視点

（interactionist perspective）が主流となった（Woodman, Sawyer & Griffin, 

1993）。Woodman et al. （1993）は、創造性を多層的な構造からなるシステム

と見なし、個人レベル（性格、動機づけ、スキルなど）、集団レベル（チーム
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るか」に関する理論的・実証的検討は限定的である。採用・雇用の重要性が指

摘されるようになったのは 1990 年代以降で、人的資源管理（HRM）が企業の

競争力やイノベーションに直結するという視点が広まってからである（Barney, 

1991; Wright & McMahan, 1992）。 

 

（１-２）採用方法と創造性 

 2000 年代に入ると、創造性の高い人材は特定の志向性や行動特性（例：自己

効力感、挑戦志向、柔軟な思考様式）を持つことが明らかとなり（Hunter et 

al., 2012）、採用段階でこうした特性を見極めることの重要性が指摘されるよう

になった。 

 Zhao ＆ Liden（2011）は、インターンシップを一時的な職業体験にとどまら

ず、「延長型の採用プロセス（extended recruitment ＆ selection process）」とし

て位置づけ、組織と候補者が相互に適合性を見極める場であると論じている。

この研究では、インターン参加者の創造的行動（creative behavior）が組織に評

価されると、彼らは採用意向を高め、組織側が創造性を受容・奨励する姿勢を

示すことで、より高い志向性と結びつくことが明らかとなった。これは、従来

のような短期的・評価主導型の採用では捉えきれない、創造性という持続的か

つ状況依存的な資質を見極める手段として、インターンシップが有効であるこ

とを示唆している。 

 さらに、Daniel（2018）はナイジェリアの製造業を対象に、インターネット

を活用したe-recruitmentの導入が組織の創造性およびイノベーション活動に対

して正の影響をもたらしていることを明らかにした。特に、インターネットや

SNS を活用した情報発信は、創造的志向やテクノロジー志向の人材に対して親

和的であり、企業の「革新性」や「柔軟性」といった文化的特徴を暗黙的に伝

える役割を果たしている。 

 このように採用活動において用いられる手法や設計は、単に人材を確保する

役割を果たすだけでなく、組織がどのような価値を重視しているかというメッ

セージとしても機能しうる。そのため、採用活動の在り方は、創造性を志向す

る人材に対し、応募動機や組織選好に影響を与える可能性がある。 

 

３．人事プロセスと創造性 

 人事プロセスは、企業の戦略目標と従業員の行動・能力を接続する実践的メ

カニズムであり（Boxall et al., 2007）、創造性のような高次の行動もまた、この

プロセスを通じて支えられる。にもかかわらず、創造性研究においては、これ

ら人事プロセスと創造性との関係性について、理論的・実証的に体系的な議論

が蓄積されてきたとは言い難い（Zhou & Hoever, 2014）。 

 特に日本企業においては、年功序列、OJT 型育成、ゼネラリスト志向といっ

た特徴的な人事プロセスが発展してきた。しかし、これらが従業員の創造性に

対してどのように影響しているのかは十分に検討されてこなかった。むしろ、

定型業務や安定志向を支える制度として機能する一方で、創造的行動を抑制す

る要因ともなりうることが指摘されつつある（Takeuchi et al., 2007）。 

本章は、こうした背景を踏まえ、雇用・採用、育成・トレーニング、配置、

評価、処遇という人事プロセスの各段階が、従業員の創造的行動にどのような

影響を与えるのかについて、これまでの研究をレビューし、理論的枠組みと実

証知見を整理することを目的とする。 

 

（１）雇用・採用と創造性 

 雇用・採用は、企業が経営戦略を実現するために必要な人材を獲得し、組織

に迎え入れるプロセスであり、人事マネジメントにおける最も初源的かつ戦略

的な機能である。採用（recruitment）は、組織が求める人材像に基づき、外部

労働市場から適切な候補者を惹きつけ、選抜する活動を指し、雇用

（employment）は、採用後に企業が提供する労働条件や雇用形態（正規・非

正規等）を含む広義の雇用関係の設計を指す（Boxall et al., 2007; Lepak & Snell, 

1999）。 

 

（１-１） 創造的人材の採用 

 創造性は、組織の革新や競争優位を生み出す源泉であり、その原動力となる

のは、創造的潜在力を有する人材である（Amabile, 1988; Hunter et al., 2012）

が、従来の創造性研究は、職場環境やマネジメントスタイルの影響に焦点を当

てる傾向が強く、創造性を備えた人材を「どのように採用し、組織に迎え入れ
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るか」に関する理論的・実証的検討は限定的である。採用・雇用の重要性が指

摘されるようになったのは 1990 年代以降で、人的資源管理（HRM）が企業の

競争力やイノベーションに直結するという視点が広まってからである（Barney, 

1991; Wright & McMahan, 1992）。 

 

（１-２）採用方法と創造性 

 2000 年代に入ると、創造性の高い人材は特定の志向性や行動特性（例：自己

効力感、挑戦志向、柔軟な思考様式）を持つことが明らかとなり（Hunter et 

al., 2012）、採用段階でこうした特性を見極めることの重要性が指摘されるよう

になった。 

 Zhao ＆ Liden（2011）は、インターンシップを一時的な職業体験にとどまら

ず、「延長型の採用プロセス（extended recruitment ＆ selection process）」とし

て位置づけ、組織と候補者が相互に適合性を見極める場であると論じている。

この研究では、インターン参加者の創造的行動（creative behavior）が組織に評

価されると、彼らは採用意向を高め、組織側が創造性を受容・奨励する姿勢を

示すことで、より高い志向性と結びつくことが明らかとなった。これは、従来

のような短期的・評価主導型の採用では捉えきれない、創造性という持続的か

つ状況依存的な資質を見極める手段として、インターンシップが有効であるこ

とを示唆している。 

 さらに、Daniel（2018）はナイジェリアの製造業を対象に、インターネット

を活用したe-recruitmentの導入が組織の創造性およびイノベーション活動に対

して正の影響をもたらしていることを明らかにした。特に、インターネットや

SNS を活用した情報発信は、創造的志向やテクノロジー志向の人材に対して親

和的であり、企業の「革新性」や「柔軟性」といった文化的特徴を暗黙的に伝

える役割を果たしている。 

 このように採用活動において用いられる手法や設計は、単に人材を確保する

役割を果たすだけでなく、組織がどのような価値を重視しているかというメッ

セージとしても機能しうる。そのため、採用活動の在り方は、創造性を志向す

る人材に対し、応募動機や組織選好に影響を与える可能性がある。 

 

３．人事プロセスと創造性 

 人事プロセスは、企業の戦略目標と従業員の行動・能力を接続する実践的メ

カニズムであり（Boxall et al., 2007）、創造性のような高次の行動もまた、この

プロセスを通じて支えられる。にもかかわらず、創造性研究においては、これ

ら人事プロセスと創造性との関係性について、理論的・実証的に体系的な議論

が蓄積されてきたとは言い難い（Zhou & Hoever, 2014）。 

 特に日本企業においては、年功序列、OJT 型育成、ゼネラリスト志向といっ

た特徴的な人事プロセスが発展してきた。しかし、これらが従業員の創造性に

対してどのように影響しているのかは十分に検討されてこなかった。むしろ、

定型業務や安定志向を支える制度として機能する一方で、創造的行動を抑制す

る要因ともなりうることが指摘されつつある（Takeuchi et al., 2007）。 

本章は、こうした背景を踏まえ、雇用・採用、育成・トレーニング、配置、

評価、処遇という人事プロセスの各段階が、従業員の創造的行動にどのような

影響を与えるのかについて、これまでの研究をレビューし、理論的枠組みと実

証知見を整理することを目的とする。 

 

（１）雇用・採用と創造性 

 雇用・採用は、企業が経営戦略を実現するために必要な人材を獲得し、組織

に迎え入れるプロセスであり、人事マネジメントにおける最も初源的かつ戦略

的な機能である。採用（recruitment）は、組織が求める人材像に基づき、外部

労働市場から適切な候補者を惹きつけ、選抜する活動を指し、雇用

（employment）は、採用後に企業が提供する労働条件や雇用形態（正規・非

正規等）を含む広義の雇用関係の設計を指す（Boxall et al., 2007; Lepak & Snell, 

1999）。 

 

（１-１） 創造的人材の採用 

 創造性は、組織の革新や競争優位を生み出す源泉であり、その原動力となる

のは、創造的潜在力を有する人材である（Amabile, 1988; Hunter et al., 2012）

が、従来の創造性研究は、職場環境やマネジメントスタイルの影響に焦点を当

てる傾向が強く、創造性を備えた人材を「どのように採用し、組織に迎え入れ
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固有の技能や文化の継承に適している一方で、創造性や革新性といった非定型

的・探索的行動の育成には十分に対応していない側面もある。本節では、こう

した背景を踏まえ、特に「育成」および「トレーニング」という視点から、従

業員の創造性に影響する育成・トレーニングの具体的要素について、近年の実

証的知見をもとに検討を行う。 

 

（２-１）訓練可能な能力としての創造性 

 創造性と育成の関係性についての議論は、かつては「創造性は先天的な特性

であり、教育や育成では大きく変わらない」という見方が主流であった

（Amabile, 1983）。しかし、1990 年代以降、認知心理学や組織行動論の進展に

より、創造性は認知的スキルや動機づけ、自己効力感といった「育成可能な能

力」であるという認識が広まり始める（Sternberg & Lubart, 1999）。この転換

は、企業における育成の対象として創造性が位置づけられる契機となり、実務

においても創造性開発プログラムが導入されるようになった。 

 

（２-２）トレーニングによる創造性の開発 

2000 年代に入ると、創造性を構成する具体的な要素（例：拡散的思考、問題

再定義、メタ認知スキル）が特定され、トレーニングを通じてこれらを強化す

る実証研究が増加した（Scott et al., 2004）。創造性研究を包括的にレビューし

た Joo et al.（2013）は、創造性を構成する主要な要素として、専門知識、創造

的プロセススキル、動機づけ、創造的自己効力感の４つを挙げ、これらはいず

れもHuman Resource Development：HRDの枠組みで開発可能なであることを

論じ、これらを対象とした体系的なトレーニング設計の必要性を提唱している。 

Loewenberger（2013）は、こうした創造性トレーニングの効果は、知識や

スキルの単なる獲得にとどまらず、「自分には創造的に考える力がある」と実感

する創造的自己効力感を醸成する点に本質があると論じている。 

 

（２-３）経験学習による創造性育成 

 一方、座学や演習によるスキル開発に加え、実践的な「経験学習

（experiential learning）」が創造性育成において重要であることが次第に明ら

（１-３）雇用制度と創造性 

 採用後の雇用制度も、創造性発揮において重要な役割を果たす。Kitano et al.

（2020）は、日本の卸売・小売業を対象に、エンパワーメント型リーダーシッ

プが創造性と能力に与える影響を、正規社員と非正規社員で比較検討している。

この研究では、心理的エンパワーメント（意味、自己決定感、有能感、影響感）

を媒介変数とし、リーダーの支援がどのように心理的状態を通じてアウトカム

に影響を及ぼすかが分析された。その結果、正規社員においては、リーダーか

らのエンパワーメント行動が心理的エンパワーメントを高め、それが「能力

（ability）」の発揮につながる有意な媒介効果が確認された。一方で、創造性

（creativity）に対する直接的・間接的効果はいずれの雇用形態においても統計

的に有意とはならなかった。加えて、非正規社員については、リーダーの支援

が心理的エンパワーメントに与える影響は限定的であり、それが「能力」や

「創造性」に結びつくという効果も確認されなかった。この結果は、創造性が

特に高い心理的自己効力感や将来の展望に依存する行動であることを示唆する

とともに、能力発揮のような比較的構造化された行動であっても、安定的雇用

環境があって初めてリーダーシップの効果が発揮されることを意味している。 

 創造性の発揮は短期的な成果に直結しにくく、失敗を伴うこともしばしばあ

る。そのため、安定した雇用のもとで中長期的に能力を発揮できる制度設計と、

失敗を学習機会と捉えるような風土があってはじめて、従業員は自律的かつ創

造的に行動できるようになる（Amabile, 1996; Edmondson, 1999）。 

 

（２）人材育成と創造性 

 人材育成・トレーニングは、企業が組織目標の達成に向けて、従業員の知識、

スキル、態度、行動を計画的かつ体系的に開発するプロセスであり、雇用・配

置・評価・処遇と並ぶ中核的な人事プロセスの一つである。一般に、採用時点

では備わっていない能力を補完し、環境変化や職務要求に適応できる人材を育

成することが主たる目的とされるが、現代ではこれに加え、問題解決力や創造

的思考、革新志向といった高次の能力開発も重視されるようになっている。 

 日本企業においては、従来から OJT を中心とした育成体系や、長期雇用を前

提とした経験蓄積型の能力開発が主流を占めてきた。これらの仕組みは、組織
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固有の技能や文化の継承に適している一方で、創造性や革新性といった非定型

的・探索的行動の育成には十分に対応していない側面もある。本節では、こう

した背景を踏まえ、特に「育成」および「トレーニング」という視点から、従

業員の創造性に影響する育成・トレーニングの具体的要素について、近年の実

証的知見をもとに検討を行う。 

 

（２-１）訓練可能な能力としての創造性 

 創造性と育成の関係性についての議論は、かつては「創造性は先天的な特性

であり、教育や育成では大きく変わらない」という見方が主流であった

（Amabile, 1983）。しかし、1990 年代以降、認知心理学や組織行動論の進展に

より、創造性は認知的スキルや動機づけ、自己効力感といった「育成可能な能

力」であるという認識が広まり始める（Sternberg & Lubart, 1999）。この転換

は、企業における育成の対象として創造性が位置づけられる契機となり、実務

においても創造性開発プログラムが導入されるようになった。 

 

（２-２）トレーニングによる創造性の開発 

2000 年代に入ると、創造性を構成する具体的な要素（例：拡散的思考、問題

再定義、メタ認知スキル）が特定され、トレーニングを通じてこれらを強化す

る実証研究が増加した（Scott et al., 2004）。創造性研究を包括的にレビューし

た Joo et al.（2013）は、創造性を構成する主要な要素として、専門知識、創造

的プロセススキル、動機づけ、創造的自己効力感の４つを挙げ、これらはいず

れもHuman Resource Development：HRDの枠組みで開発可能なであることを

論じ、これらを対象とした体系的なトレーニング設計の必要性を提唱している。 

Loewenberger（2013）は、こうした創造性トレーニングの効果は、知識や

スキルの単なる獲得にとどまらず、「自分には創造的に考える力がある」と実感

する創造的自己効力感を醸成する点に本質があると論じている。 

 

（２-３）経験学習による創造性育成 

 一方、座学や演習によるスキル開発に加え、実践的な「経験学習

（experiential learning）」が創造性育成において重要であることが次第に明ら

（１-３）雇用制度と創造性 

 採用後の雇用制度も、創造性発揮において重要な役割を果たす。Kitano et al.
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に影響を及ぼすかが分析された。その結果、正規社員においては、リーダーか

らのエンパワーメント行動が心理的エンパワーメントを高め、それが「能力

（ability）」の発揮につながる有意な媒介効果が確認された。一方で、創造性

（creativity）に対する直接的・間接的効果はいずれの雇用形態においても統計

的に有意とはならなかった。加えて、非正規社員については、リーダーの支援

が心理的エンパワーメントに与える影響は限定的であり、それが「能力」や

「創造性」に結びつくという効果も確認されなかった。この結果は、創造性が

特に高い心理的自己効力感や将来の展望に依存する行動であることを示唆する

とともに、能力発揮のような比較的構造化された行動であっても、安定的雇用

環境があって初めてリーダーシップの効果が発揮されることを意味している。 

 創造性の発揮は短期的な成果に直結しにくく、失敗を伴うこともしばしばあ

る。そのため、安定した雇用のもとで中長期的に能力を発揮できる制度設計と、

失敗を学習機会と捉えるような風土があってはじめて、従業員は自律的かつ創

造的に行動できるようになる（Amabile, 1996; Edmondson, 1999）。 

 

（２）人材育成と創造性 

 人材育成・トレーニングは、企業が組織目標の達成に向けて、従業員の知識、

スキル、態度、行動を計画的かつ体系的に開発するプロセスであり、雇用・配

置・評価・処遇と並ぶ中核的な人事プロセスの一つである。一般に、採用時点

では備わっていない能力を補完し、環境変化や職務要求に適応できる人材を育

成することが主たる目的とされるが、現代ではこれに加え、問題解決力や創造

的思考、革新志向といった高次の能力開発も重視されるようになっている。 

 日本企業においては、従来から OJT を中心とした育成体系や、長期雇用を前

提とした経験蓄積型の能力開発が主流を占めてきた。これらの仕組みは、組織
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（３-１）ペシャライゼーションの限界とローテーションの意義 

 従来の人材配置は、個人の知識・技能・能力（KSA）と職務内容との適合

（Person‒Job Fit）を重視し、生産性や業務効率の最大化を目的として設計され

てきた（Kristof-Brown et al., 2005）。このような配置の合理性は、職務の定型

性や予測可能性が高い環境においては有効に機能し、パフォーマンス向上に資

するものである。 

 創造性の観点から言えば、Oldham & Cummings,（1996）や Wright ＆ Snell

（1998）、加えて最近ではKimani et al.（2020）でも、人材配置によるワークス

ペシャライゼーション（業務の細分化・専門化）が業務効率や深い専門知識の

蓄積には有効である一方で、視野の狭窄や思考の硬直化を引き起こし、創造的

問題解決力の低下を招く可能性を指摘している。従来の専門化偏重から脱却し、

配置やローテーションが「創造性開発のための戦略的人事施策」として再評価

される転換点となった。 

 

（３-２）配置・ローテーションの効果 

創造性の基盤となる認知的柔軟性や情報の再構成能力は、多様な知識の接触

と統合によって培われるとされる（Amabile, 1996）。この観点から、ジョブロ

ーテーションや部門間異動といった配置の変化は、専門性に依存した閉鎖的な

思考に陥ることを防ぎ、越境的な視点を持つ契機となる。 

Wang et al.（2022）は、High-Involvement Work Practices（HIWPs）の一環

として配置・ローテーションを捉え、従業員の自己省察とイノベーション行動

の媒介メカニズムを検証した。配置やジョブローテーションといった「環境変

化」を伴う施策は、従業員にとって既存の役割認識やスキルセットに対する再

評価を迫る契機となり、自己省察を誘発する。自己省察とは、自らの経験や行

動を内省し、課題解決に向けた新たな視点や行動変容を模索する認知的活動で

あり、これが創造的問題解決や革新的行動を引き出す基盤となる（Trapnell & 

Campbell, 1999）。加えてこの論文では、自己省察がイノベーション行動を強化

する一方で、過度なプレッシャーや失敗経験が自己反芻（ネガティブな反復思

考）を誘発し、逆に創造性を阻害するリスクも指摘している。この点で、配置

やジョブローテーションの効果は一様ではなく、従業員がその経験を「学び」

かになる。Kolb（1984）の経験学習理論 1 に基づき、越境的プロジェクトや未

知課題への挑戦を通じた創造的能力の形成が注目されるようになった。 

 Collin et al.（2020）の質的研究はこの点を明確に示しており、創造性は教室

内の理論的な研修ではなく、挑戦的で構造化されていない現場での実務経験に

よって、より実質的かつ持続的に育成されることが明らかにされている。この

研究によれば、創造性の発揮は、日常業務の延長線上ではなく、通常の業務の

範囲を超えた越境的な状況に身を置くことによって促進されるという。たとえ

ば、異なる部門との協働を伴うプロジェクトへの配属は、従来の枠組みに収ま

らない視点やアプローチを取り入れる機会となり、知識の新たな結合や問題へ

の再定義を可能にする。また、正解のない新規課題へのアサインメントは、従

業員に対して「決まりきった手順の模倣」ではなく、「自らの裁量で課題を定

義し、試行錯誤すること」を要求するため、内在的な思考の柔軟性や構想力を

刺激する。こうした環境に身を置くことそのものが、創造性の発現を引き出す

触媒として作用するのである。この文脈では、「失敗を許容する学習環境」や

「心理的安全性」が創造性育成の前提条件とされ、制度的なトレーニングと職

場実践の接続が課題として浮上している。特に、日本企業における OJT を重視

する育成の限界が指摘され、意図的に探索的経験を設計する人材育成が求めら

れるようになる。 

 

（３）配置・ローテーションと創造性 

 人事プロセスにおける「配置」とは、従業員の配属先（職務・部署・勤務地

など）を企業が決定・変更する行為を指す。これは新卒採用後の初期配属に限

らず、異動（ローテーション）や昇進に伴う役職配置、専門職から管理職への

転換、あるいは拠点間の転勤なども含む広義の概念である。とりわけ、企業内

における「配置」や「ジョブローテーション」といった人事プロセスは、個人

の経験や視野を広げる手段として創造性発揮に重要な役割を担う。本節では、

これら人事施策が従業員創造性に与える影響について、先行研究をもとに整理

する。 
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（４-１）コントロールとしての評価 

 創造性研究の初期段階において、評価は従業員に対する外発的コントロール

手段として捉えられ、内発的動機づけを損なうことで創造性を抑制すると考え

られていた。Amabile（1983, 1996）は自己決定理論（Deci & Ryan, 1985）を

基に、評価や監視が自律性を奪い、創造的行動への内発的動機を低下させるこ

とを指摘している。とりわけ、成果のみに基づく厳格な評価や、失敗に対する

制裁的フィードバックは、従業員の挑戦行動やリスクテイクを抑制し、創造性

を阻害する要因となる。 

 

（４-２）支援的側面への着目 

 しかしながら 2000 年代に入ると、評価が必ずしもに創造性を阻害するので

はなく、その与え方や受け手側の認知的解釈によって効果が異なることが注目

され始めた。Oldham & Cummings（1996）は、評価が「能力開発を促すフィ

ードバック」として提供される場合、むしろ創造性を高める可能性があること

を示し、Shalley et al.（2004）も、評価の支援的・情報的側面が動機づけや創

造性を媒介するプロセスを理論化した。ここでは、評価が単なる序列付けでは

なく、成長支援や承認を伝達する手段となりうるという新たな理解が提示され

た。 

 

（４-３）評価の二面性 

 2010 年代に入り、評価が従業員にどのように「意味づけ」られるかが創造性

への影響を決定するという、認知的評価モデル（cognitive appraisal model）が

主流となった。 

Li et al.（2017）の研究は、この種の評価が必ずしも一方向的に創造性を高め

るわけではないことを実証している。この研究によれば、報酬連動型評価が従

業員に「成長や承認の機会」として認識される場合（挑戦的評価認知）には、

創造的行動を促進する。しかし、逆に「失敗による評価リスク」や「制裁的圧

力」として認識される場合（脅威的評価認知）には、創造性を抑制する効果を

持つ。このメカニズムは、自己決定理論（Self-Determination Theory, SDT）

と認知評価理論（Cognitive Appraisal Theory）によって説明される（Deci & 

として内省的に捉えるか、「脅威」として反芻的に捉えるかによって、創造的成

果への影響が分岐することが示唆される。 

 

（３-３）チームレベルの知識基盤 

 続けて、Wang et al.（2022）の研究において重要なのは、Transactive 

Memory System（TMS）というチームレベルの知識共有基盤が、これらの認知

的反応を調整する役割を果たす点である。TMSが成熟した環境では、配置によ

る経験が学習機会としてポジティブに受け止められ、イノベーション行動が強

化されるが、逆に脆弱な環境では反芻的傾向が強まり、創造性を阻害する。こ

のことは、配置やローテーションが単なる業務効率化策ではなく、成長機会と

して機能するためには、知識共有や心理的安全性といった組織的支援が不可欠

であることを示している。 

 また、これに関連して、Guo et al.（2020）は、チームメンバーのモビリティ

（流動性）とチーム創造性の関係を、TSMと創造的自己効力感の媒介効果を通

じて検証した。この研究では、適度なモビリティは TMS を強化し、チーム内

の知識共有・統合を促進し創造性を高めるが、過度な異動は TMS の弱体化と

チーム連携の阻害を招くという「最適なモビリティ水準」の重要性が示された。

この研究の特徴は、個人の創造性からチームレベルの創造性への視座拡張を行

った点である。 

 

（４）評価と創造性 

人事プロセスにおける「評価」とは、企業が従業員の行動・成果・能力・貢

献度を測定し、それを基に価値判断を下す一連の認識・判断行為を指す。具体

的には、目標達成度や業務遂行レベルの評価にとどまらず、行動プロセス、コ

ンピテンシー、組織貢献度、協働姿勢といった多面的な要素が評価対象となり

うる。これにより企業は、従業員の能力開発や配置、報酬・処遇への反映を適

切に行う基盤情報を得る（DeNisi & Williams, 2014）。本節では、こうした評価

行為が従業員の創造的行動にどのような影響を及ぼすかについて、理論的・実

証的な知見を概観する。 
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はなく、その与え方や受け手側の認知的解釈によって効果が異なることが注目

され始めた。Oldham & Cummings（1996）は、評価が「能力開発を促すフィ

ードバック」として提供される場合、むしろ創造性を高める可能性があること

を示し、Shalley et al.（2004）も、評価の支援的・情報的側面が動機づけや創

造性を媒介するプロセスを理論化した。ここでは、評価が単なる序列付けでは

なく、成長支援や承認を伝達する手段となりうるという新たな理解が提示され

た。 

 

（４-３）評価の二面性 

 2010 年代に入り、評価が従業員にどのように「意味づけ」られるかが創造性

への影響を決定するという、認知的評価モデル（cognitive appraisal model）が

主流となった。 

Li et al.（2017）の研究は、この種の評価が必ずしも一方向的に創造性を高め

るわけではないことを実証している。この研究によれば、報酬連動型評価が従

業員に「成長や承認の機会」として認識される場合（挑戦的評価認知）には、

創造的行動を促進する。しかし、逆に「失敗による評価リスク」や「制裁的圧

力」として認識される場合（脅威的評価認知）には、創造性を抑制する効果を

持つ。このメカニズムは、自己決定理論（Self-Determination Theory, SDT）

と認知評価理論（Cognitive Appraisal Theory）によって説明される（Deci & 

として内省的に捉えるか、「脅威」として反芻的に捉えるかによって、創造的成

果への影響が分岐することが示唆される。 

 

（３-３）チームレベルの知識基盤 

 続けて、Wang et al.（2022）の研究において重要なのは、Transactive 

Memory System（TMS）というチームレベルの知識共有基盤が、これらの認知

的反応を調整する役割を果たす点である。TMSが成熟した環境では、配置によ

る経験が学習機会としてポジティブに受け止められ、イノベーション行動が強

化されるが、逆に脆弱な環境では反芻的傾向が強まり、創造性を阻害する。こ

のことは、配置やローテーションが単なる業務効率化策ではなく、成長機会と

して機能するためには、知識共有や心理的安全性といった組織的支援が不可欠

であることを示している。 

 また、これに関連して、Guo et al.（2020）は、チームメンバーのモビリティ

（流動性）とチーム創造性の関係を、TSMと創造的自己効力感の媒介効果を通

じて検証した。この研究では、適度なモビリティは TMS を強化し、チーム内

の知識共有・統合を促進し創造性を高めるが、過度な異動は TMS の弱体化と

チーム連携の阻害を招くという「最適なモビリティ水準」の重要性が示された。

この研究の特徴は、個人の創造性からチームレベルの創造性への視座拡張を行

った点である。 

 

（４）評価と創造性 

人事プロセスにおける「評価」とは、企業が従業員の行動・成果・能力・貢

献度を測定し、それを基に価値判断を下す一連の認識・判断行為を指す。具体

的には、目標達成度や業務遂行レベルの評価にとどまらず、行動プロセス、コ

ンピテンシー、組織貢献度、協働姿勢といった多面的な要素が評価対象となり

うる。これにより企業は、従業員の能力開発や配置、報酬・処遇への反映を適

切に行う基盤情報を得る（DeNisi & Williams, 2014）。本節では、こうした評価

行為が従業員の創造的行動にどのような影響を及ぼすかについて、理論的・実

証的な知見を概観する。 
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まれる（Milkovich, Newman, & Gerhart, 2013）。 

 

（５-１）外発的動機づけとしての処遇 

 創造性研究において、処遇や報酬は長らく「外発的動機づけ」として捉えら

れ、その効果は懐疑的に語られてきた。Deci（1971）や Lepper et al.（1973）

らの実験研究は、外発的報酬が内発的動機づけを低下させ、創造性を阻害する

可能性を指摘し、Amabile（1983, 1996）もこの立場を支持した。特に「コン

トロール的報酬」は、個人の自律性を損ない、創造的行動を抑制するとされた

（Amabile, 1996）。 

 その後、報酬や処遇が必ずしも創造性を阻害するわけではないという認識が

広がり始めた。Eisenberger & Rhoades（2001）は、報酬が「能力へのフィード

バック」や「組織からの承認」として認知される場合、内発的動機づけを損な

わずに創造性を促進することを示した。Deci et al.（1999）のメタ分析でも、

「課題の達成や努力を認める報酬」は創造性にプラスの影響を与えうるという

結論が導かれている。 

 

（５-２）文脈依存の処遇・報酬 

 2000 年代以降は、創造性に対する報酬の効果は組織文脈や文化的要因に依存

するという相互作用主義的視点が強まり、創造性に対する報酬の効果は単純な

促進と阻害という考え方から、組織文脈や文化的要因に依存する相互作用的な

現象として捉えられるようになった。 

 例えば、Baer et al.（2003）は、創造性支援型の組織文化（creativity-

supportive climate）と、官僚的な組織文化（bureaucratic climate）が、報酬と

創造性の関係にどのように影響するかを実証的に検討した。彼らの研究では、

報酬が創造性を促進するのは、組織全体が創造的行動を奨励し、挑戦や失敗を

受容する文化を持つ場合に限られることが示された。一方、手続きや規範を重

視する官僚的な文化の下では、たとえ報酬制度が整備されていても、従業員は

創造的行動を控える傾向にあり、むしろ創造性が抑制されるという結果が得ら

れている。この研究は、報酬効果が組織文化との適合の重要性を明らかにし、

単独の制度としての報酬設計ではなく、文脈要因を踏まえた総合的な施策が必

Ryan, 2000；Lazarus & Folkman, 1984）。自己決定理論の観点では、評価が自律

性や有能感を高める形で設計されていれば、内発的動機づけが強化され、創造

性は促進される。しかし、評価が外的圧力や統制の手段として機能する場合に

は、これらの心理的欲求が損なわれ、創造的挑戦を避ける行動が強化される。

また、認知評価理論においては、評価という刺激がストレスフルなものとして

認知されるか、成長の機会として捉えられるかが、個人の行動選択に大きく影

響を与える。報酬連動型評価は、設計そのものが問題なのではなく、それをど

う認知するかが肝要である。挑戦的認知を引き出すためには、単なる成果物だ

けでなく、創造的プロセスや失敗を積極的に評価・承認する姿勢が不可欠であ

る。 

 ま た 、Liu et al.（2022） は 、「 創 造 的 パ フ ォ ー マ ン ス 圧 力 （creative 

performance pressure）」という新たな視点を導入し、評価が従業員に与える心

理的負荷が創造性にどのように作用するかを動態的に捉えている。彼らは、こ

の圧力が成長機会と捉えられれば創造性は促進され、失敗リスクや監視として

捉えられれば抑制されることを示した。その認知評価プロセスは Li et al.

（2017）と同様だが、Liu et al.（2022）はさらにリーダーシップ（例：サーバ

ントリーダーシップ）や昇進志向性といった調整要因が、この認知解釈に与え

る影響まで実証的に示している。 

 両者は共に「評価が創造性に与える影響は二面性を持つ」という認識を共有

しているが、Li らが制度設計や報酬との連動性に軸足を置いたマクロな視点か

ら議論しているのに対し、Liu らは職場の心理的文脈や対人関係、個人要因を

含めたミクロで動態的なプロセス視点を導入している点で補完的である。 

 

（５）処遇・報酬と創造性 

 処遇は評価プロセスを経て企業が従業員に対して価値を還元する段階である。

すなわち、評価によって測定された成果や行動に基づき、企業がどのように報

いるかを可視化し、従業員にフィードバックするプロセスが処遇である

（Pfeffer & Sutton, 2006）。具体的には、基本給や賞与といった金銭的報酬のみ

ならず、福利厚生、昇進・昇格、勤務条件、ワークライフバランス支援、職務

上の裁量権、キャリア開発機会、働きやすさといった非金銭的側面まで広く含
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まれる（Milkovich, Newman, & Gerhart, 2013）。 

 

（５-１）外発的動機づけとしての処遇 

 創造性研究において、処遇や報酬は長らく「外発的動機づけ」として捉えら

れ、その効果は懐疑的に語られてきた。Deci（1971）や Lepper et al.（1973）

らの実験研究は、外発的報酬が内発的動機づけを低下させ、創造性を阻害する

可能性を指摘し、Amabile（1983, 1996）もこの立場を支持した。特に「コン

トロール的報酬」は、個人の自律性を損ない、創造的行動を抑制するとされた

（Amabile, 1996）。 

 その後、報酬や処遇が必ずしも創造性を阻害するわけではないという認識が

広がり始めた。Eisenberger & Rhoades（2001）は、報酬が「能力へのフィード

バック」や「組織からの承認」として認知される場合、内発的動機づけを損な

わずに創造性を促進することを示した。Deci et al.（1999）のメタ分析でも、

「課題の達成や努力を認める報酬」は創造性にプラスの影響を与えうるという

結論が導かれている。 

 

（５-２）文脈依存の処遇・報酬 

 2000 年代以降は、創造性に対する報酬の効果は組織文脈や文化的要因に依存

するという相互作用主義的視点が強まり、創造性に対する報酬の効果は単純な

促進と阻害という考え方から、組織文脈や文化的要因に依存する相互作用的な

現象として捉えられるようになった。 

 例えば、Baer et al.（2003）は、創造性支援型の組織文化（creativity-

supportive climate）と、官僚的な組織文化（bureaucratic climate）が、報酬と

創造性の関係にどのように影響するかを実証的に検討した。彼らの研究では、

報酬が創造性を促進するのは、組織全体が創造的行動を奨励し、挑戦や失敗を

受容する文化を持つ場合に限られることが示された。一方、手続きや規範を重

視する官僚的な文化の下では、たとえ報酬制度が整備されていても、従業員は

創造的行動を控える傾向にあり、むしろ創造性が抑制されるという結果が得ら

れている。この研究は、報酬効果が組織文化との適合の重要性を明らかにし、

単独の制度としての報酬設計ではなく、文脈要因を踏まえた総合的な施策が必

Ryan, 2000；Lazarus & Folkman, 1984）。自己決定理論の観点では、評価が自律

性や有能感を高める形で設計されていれば、内発的動機づけが強化され、創造

性は促進される。しかし、評価が外的圧力や統制の手段として機能する場合に

は、これらの心理的欲求が損なわれ、創造的挑戦を避ける行動が強化される。

また、認知評価理論においては、評価という刺激がストレスフルなものとして

認知されるか、成長の機会として捉えられるかが、個人の行動選択に大きく影

響を与える。報酬連動型評価は、設計そのものが問題なのではなく、それをど

う認知するかが肝要である。挑戦的認知を引き出すためには、単なる成果物だ

けでなく、創造的プロセスや失敗を積極的に評価・承認する姿勢が不可欠であ

る。 

 ま た 、Liu et al.（2022） は 、「 創 造 的 パ フ ォ ー マ ン ス 圧 力 （creative 

performance pressure）」という新たな視点を導入し、評価が従業員に与える心

理的負荷が創造性にどのように作用するかを動態的に捉えている。彼らは、こ

の圧力が成長機会と捉えられれば創造性は促進され、失敗リスクや監視として

捉えられれば抑制されることを示した。その認知評価プロセスは Li et al.

（2017）と同様だが、Liu et al.（2022）はさらにリーダーシップ（例：サーバ

ントリーダーシップ）や昇進志向性といった調整要因が、この認知解釈に与え

る影響まで実証的に示している。 

 両者は共に「評価が創造性に与える影響は二面性を持つ」という認識を共有

しているが、Li らが制度設計や報酬との連動性に軸足を置いたマクロな視点か

ら議論しているのに対し、Liu らは職場の心理的文脈や対人関係、個人要因を

含めたミクロで動態的なプロセス視点を導入している点で補完的である。 

 

（５）処遇・報酬と創造性 

 処遇は評価プロセスを経て企業が従業員に対して価値を還元する段階である。

すなわち、評価によって測定された成果や行動に基づき、企業がどのように報

いるかを可視化し、従業員にフィードバックするプロセスが処遇である

（Pfeffer & Sutton, 2006）。具体的には、基本給や賞与といった金銭的報酬のみ

ならず、福利厚生、昇進・昇格、勤務条件、ワークライフバランス支援、職務

上の裁量権、キャリア開発機会、働きやすさといった非金銭的側面まで広く含
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果が単に制度設計そのものに依存するのではなく、それがどのような組織文化

の中で運用され、どのように認知されるかによって創造性への影響が変化する

ことを示している。こうした認知的評価プロセスは、個人の性格特性や価値観

によっても影響を受ける。たとえば、自己成長志向が高い個人ほど、報酬をチ

ャレンジ評価として捉えやすく、創造的行動に積極的に取り組む一方で、リス

ク回避傾向が強い個人は、同じ報酬を脅威評価として認識し、創造性を抑制す

る可能性がある（Li et al., 2017）。処遇が創造性に与える影響は、個人の特性や

個人の認知、文脈という３点の相互作用にとって規定されるという視座が定着

しつつある。 

 また、Amabile & Pratt（2016）が提唱する「動的構成要素モデル」は、創造

性を固定的な能力や資質に依存せず、仕事の意味づけ、進捗感、ポジティブ感

情といった要素が連続的かつ相互作用的に影響を与えるプロセスとして理解す

る枠組みを提示した。このモデルでは、まず「仕事の意味づけ」が創造性の持

続性を規定する重要な要素とされる。創造的な努力が適切に認識され、処遇を

通じて組織から承認されることで、従業員は自身の仕事の価値を再確認し、創

造的行動への意欲を高める。また「進捗感」も同様に重要であり、成果や過程

へのフィードバック、達成感を喚起する報酬制度は、日々のモチベーションと

創造性を支える要素となる。さらに「ポジティブ感情の蓄積」は、認知的柔軟

性や新規性志向を高める土壌となり、報酬や処遇が働きやすさや心理的安全性

を支援することで、創造的行動を後押しする。処遇はその中で、意味、進捗、

感情といった心理的プロセスを通じて創造性に働きかけるレバーとして機能し、

単なる報酬水準ではなくどのように認識されるかが重要視される。 

 

これまでレビューしてきた研究をまとめたのが以下の表１である。 

要であることを示唆している。 

続いて、Jiang et al.（2012）は、中国企業を対象に、報酬制度、職務設計、

チームワークといった HRM 施策が従業員の創造性を通じて組織のイノベーシ

ョン成果にどのように寄与するかを実証的に検証した。彼らの研究は、多階層

分析を用いて、HRM 施策が創造性を媒介し、最終的に組織のイノベーション

成果（製品・プロセスイノベーション）にポジティブな影響を与えることを示

した。特に、職務の自律性や挑戦機会、チーム内の知識共有といった「意味づ

けられた報酬（非金銭的処遇を含む）」が、創造性を通じたイノベーション促

進において重要な役割を果たすことが強調された。 

 

（５-３）処遇・報酬に対する認知と創造性 

 近年の創造性研究においては、処遇が従業員の創造性に与える影響について、

外発的動機づけ（extrinsic motivation）と内発的動機づけ（intrinsic motivation）

の相互作用に着目した議論が展開されている。 

 例えば、先にも紹介した Li et al.（2017）では、業績連動型報酬（Pay for 

Performance: PFP）が従業員の創造性に与える影響を、個人がその報酬をどの

ように認知するかによって媒介されることが明らかになっている。彼らは、同

じ報酬制度であっても、従業員がそれを「自己成長の機会」として評価する場

合には、内発的動機づけを高め、創造性を促進することを示した。一方、報酬

が「失敗への罰」や「他者との競争プレッシャー」として認知される場合には、

評価への不安やリスク回避行動を誘発し、創造的行動を抑制することが示され

た。この研究は、従業員が持つ「報酬に対する意味づけ（meaning attribution）」

が、創造性の発現を左右する決定的要因であることを示している。 

また、Zhang et al.（2015）は、中国企業における「業績連動型報酬（Pay for 

Performance: PFP）」が従業員の創造性に与える影響を検証し、PFP が創造性

を高めるのは、企業内で「関係性（guanxi）２に依存しない公正なHRM 施策」

が実践されている場合に限られることを示した。彼らは、PFP が自己決定感

（self-determination）と内発的動機づけを高めることで創造性を促進する一方

で、組織内の guanxi HRM が強い場合、PFP の効果は信頼感の低下を通じて創

造性を抑制することを実証している（Zhang et al., 2015）。この知見は、処遇効
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果が単に制度設計そのものに依存するのではなく、それがどのような組織文化

の中で運用され、どのように認知されるかによって創造性への影響が変化する

ことを示している。こうした認知的評価プロセスは、個人の性格特性や価値観

によっても影響を受ける。たとえば、自己成長志向が高い個人ほど、報酬をチ

ャレンジ評価として捉えやすく、創造的行動に積極的に取り組む一方で、リス

ク回避傾向が強い個人は、同じ報酬を脅威評価として認識し、創造性を抑制す

る可能性がある（Li et al., 2017）。処遇が創造性に与える影響は、個人の特性や

個人の認知、文脈という３点の相互作用にとって規定されるという視座が定着

しつつある。 

 また、Amabile & Pratt（2016）が提唱する「動的構成要素モデル」は、創造

性を固定的な能力や資質に依存せず、仕事の意味づけ、進捗感、ポジティブ感

情といった要素が連続的かつ相互作用的に影響を与えるプロセスとして理解す

る枠組みを提示した。このモデルでは、まず「仕事の意味づけ」が創造性の持

続性を規定する重要な要素とされる。創造的な努力が適切に認識され、処遇を
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感情といった心理的プロセスを通じて創造性に働きかけるレバーとして機能し、

単なる報酬水準ではなくどのように認識されるかが重要視される。 

 

これまでレビューしてきた研究をまとめたのが以下の表１である。 

要であることを示唆している。 

続いて、Jiang et al.（2012）は、中国企業を対象に、報酬制度、職務設計、
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（５-３）処遇・報酬に対する認知と創造性 
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を高めるのは、企業内で「関係性（guanxi）２に依存しない公正なHRM 施策」

が実践されている場合に限られることを示した。彼らは、PFP が自己決定感

（self-determination）と内発的動機づけを高めることで創造性を促進する一方

で、組織内の guanxi HRM が強い場合、PFP の効果は信頼感の低下を通じて創

造性を抑制することを実証している（Zhang et al., 2015）。この知見は、処遇効
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４．結論と課題 

 本稿では、雇用・採用、育成・トレーニング、配置、評価、処遇といった人

事プロセスが、従業員の創造的行動に与える影響について、理論的および実証

的研究を整理し、先行研究の枠組みと知見を統合的にレビューした。特に、各

プロセスが単独で創造性に寄与するだけでなく、文脈（他の施策や上司、チー

ムとの関係性、文化）などと相互に補完し合い、段階的かつ有機的に作用する

ことで創造性を支援する必要性があることが分かった。このような考え方は、

戦略的人事管理（Strategic Human Resource Management: SHRM）およびハ

イ・パフォーマンス・ワーク・システム（High-Performance Work System: 

HPWS）の視座からも支持される。近年の戦略的 HRM や HPWS に関する研究

では、個別施策の優劣よりも、施策間の整合性（internal fit）や、企業戦略・組

織文化との連動（vertical fit）が、従業員の行動やパフォーマンスに対して大き

な影響を与えることが指摘されている（Jiang et al., 2012；Zhang et al., 2023）。 

 しかしながら、これまでの研究蓄積では、創造性を促進するための個別施策

（例えば、創造的自己効力感を高めるトレーニング、内発的動機づけを維持す

る評価設計、文脈依存的に効果が変化する処遇制度）、の具体的なメカニズム

の検討やその実証は十分とは言い難く、個別施策の効果メカニズムが不明確な

ままでは、SHRM において重視される人事施策間の内的整合性（horizontal fit）

や、企業戦略・組織文化との垂直的整合性（vertical fit）の議論自体も、表層的

な制度構成の整合性にとどまることになる。これら施策が人事プロセス全体と

していかに連動し、統合的に創造性を支えるかを体系的に明らかにするには、

さらなる研究の余地がある。 

 

 加えて、日本企業における人事プロセスと創造性の関係については、欧米や

中国と比較して、理論的・実証的蓄積が依然として限定的である。日本的経営

の枠組みで特徴づけられる長期雇用、OJT 重視の育成年功序列、ゼネラリスト

配置といった人事施策が、創造性に対してどのような影響を及ぼしているのか、

またそれらが現在の環境下でどのように変容しつつあるのかについては、今後

の体系的な検討が求められる。 

 また、これまでの研究の多くは断面的・横断的な分析にとどまり、人事プロ
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の検討やその実証は十分とは言い難く、個別施策の効果メカニズムが不明確な

ままでは、SHRM において重視される人事施策間の内的整合性（horizontal fit）

や、企業戦略・組織文化との垂直的整合性（vertical fit）の議論自体も、表層的

な制度構成の整合性にとどまることになる。これら施策が人事プロセス全体と

していかに連動し、統合的に創造性を支えるかを体系的に明らかにするには、

さらなる研究の余地がある。 

 

 加えて、日本企業における人事プロセスと創造性の関係については、欧米や

中国と比較して、理論的・実証的蓄積が依然として限定的である。日本的経営

の枠組みで特徴づけられる長期雇用、OJT 重視の育成年功序列、ゼネラリスト

配置といった人事施策が、創造性に対してどのような影響を及ぼしているのか、

またそれらが現在の環境下でどのように変容しつつあるのかについては、今後

の体系的な検討が求められる。 

 また、これまでの研究の多くは断面的・横断的な分析にとどまり、人事プロ
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